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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第11期

第３四半期連結
累計期間

第12期
第３四半期連結
累計期間

第11期
第３四半期連結
会計期間

第12期
第３四半期連結
会計期間

第11期

会計期間

自平成20年
10月１日
至平成21年
６月30日

自平成21年
10月１日
至平成22年
６月30日

自平成21年
４月１日
至平成21年
６月30日

自平成22年
４月１日
至平成22年
６月30日

自平成20年
10月１日
至平成21年
９月30日

売上高（千円） 3,183,7722,906,911482,836 489,0863,597,155

経常利益又は経常損失（△）

（千円）
380,060 287,702△206,047△212,020 162,076

四半期（当期）純利益又は四半期

（当期）純損失（△）（千円）
139,364 137,763△189,643△64,079 23,606

純資産額（千円） － － 1,221,9741,251,9981,106,215

総資産額（千円） － － 1,888,8331,740,1651,660,788

１株当たり純資産額（円） － － 14,714.6014,979.5813,320.68

１株当たり四半期（当期）純利益金額又

は１株当たり四半期（当期）純損失金額

（△）（円）

1,678.061,658.90△2,284.06△771.62 284.25

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
1,629.241,608.17 － － 275.79

自己資本比率（％）     －     － 64.7 71.5 66.6

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
607,913 355,512 － － 429,630

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△7,865 △1,752 － － △42,460

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△174,381△93,018 － － △180,062

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
－ － 589,983 632,166 371,425

従業員数（人） － － 192 187 191

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

　　　　２．売上高には、消費税等は含んでおりません。 

        ３．第11期第３四半期連結会計期間及び第12期第３四半期連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純

利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失であるため記載しておりません。 
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２【事業の内容】

　当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業内容について、重要な変

更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。  

 

３【関係会社の状況】

　当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

　なお、平成22年5月24日付で有限会社新宿活魚（連結子会社）は、株式会社長崎ファーム（連結子会社）に商号を変

更しております。

 

４【従業員の状況】

(１）連結会社の状況

 平成22年６月30日現在

従業員数（人） 187(145) 

　（注）　　従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は当第３四半期連結会計期間の期中平均人員（ただし、１日7.5時間

換算による人員）を（　）内に外数で記載しております。

 

(２）提出会社の状況

 平成22年６月30日現在

従業員数（人） 184(144) 

　（注）　　従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は当第３四半期会計期間の期中平均人員（ただし、１日7.5時間換算

による人員）を（　）内に外数で記載しております。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

　当社グループの売上高（又は営業費用）は、通常の営業形態として、上半期（第１、第２四半期）におけるふぐ料理

の需要が大きいため、上半期の売上高（又は営業費用）と下半期の売上高（又は営業費用）との間に著しい相違があ

り、業績に季節的変動があります。

　当連結グループは、その主な事業として直営店舗である「泳ぎとらふぐ料理専門店　とらふぐ亭」の運営及び当第３

四半期連結会計期間より水産物の販売を行っております。

(１）仕入実績

　当第３四半期連結会計期間の仕入実績は、次のとおりであります。

品目別の名称
当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

前年同四半期比（％）

とらふぐ等（千円） 82,689 129.1

飲料（千円） 23,142 91.6

生鮮食料品その他（千円） 58,264 149.7

合計（千円） 164,097 128.0

　（注）　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(２）販売実績

　当第３四半期連結会計期間の販売実績は、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

前年同四半期比（％）

とらふぐ亭直営事業（千円） 452,772 93.8

 その他（千円） 36,314 －

合計（千円） 489,086 101.3

　（注）　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

２【事業等のリスク】

当第３四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。
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３【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）業績の状況 

　当第３四半期連結会計期間におけるわが国経済は、米国の金融危機に端を発した世界経済の後退や企業収益の悪化に

よって、依然厳しい状況が続いております。さらに国民生活においても、所得の伸び悩みによる生活防衛の意識が高まり、

個人の消費意欲の低迷が続いております。

　このような厳しい経済環境下において、外食産業においても客足が鈍り、売上が鈍化するなどの影響が出てきております

が、当社は既存のふぐ料理において食材・サービス・店舗空間にこだわり、当社独自の基準を厳守することにより高水準

の食の価値の提供に努めてまいりました。 

　当第３四半期連結会計期間においての当社では、天然とらふぐの扱いや、母の日・父の日等での宅配を含めたキャンペー

ン・セールの実施、並びにランチ営業の開始と顧客の確保に努めてまいりました。 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　

　さらに、従来は当社グループの食材の購買を主要な業務としておりました有限会社新宿活魚は株式会社長崎ファームと

社名変更し、主要食材の生産地である長崎との関係を強化してきております。業務形態も、当社グループの購買業務を拡大

して養殖マグロやその他活魚を当社のグループ外への卸売業務を形成しつつあります。　　　　　　　　　　　　

　以上の結果、当第３四半期連結会計期間の売上高は、4億89百万円、営業損失は2億15百万円となり、経常損失は2億12百万

円となり、四半期純損失につきましては64百万円を計上することとなりました。 

  なお、当第３四半期連結会計期間は例年の季節変動要因によって、売上高は第１四半期連結会計期間、第２四半期連結会

計期間に比して減収となり営業損失を計上することとなります。

(２)キャッシュ・フローの状況

　当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、第２四半期連結会計期間末に比

べ2億64百万円減少し、6億32百万円となりました。当第３四半期連結会計期間におけるキャッシュ・フローの状況とそれ

らの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

  当第３四半期連結会計期間において営業活動により支出した資金は2億17百万円となりました。主な要因は、税金等調整

前四半期純損失1億64百万円によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当第３四半期連結会計期間において投資活動により支出した資金は4百万円となりました。主な要因は、定期預金の預入

による支出3百万円によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当第３四半期連結会計期間において財務活動により支出した資金は43百万円となりました。主な要因は、長期借入金37百

万円の返済によるものであります。

 

(３)事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結会計期間において当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(４)研究開発活動

　該当事項はありません。
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第３【設備の状況】
(１）主要な設備の状況

　当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

  

(２）設備の新設、除却等の計画

　当第３四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、除却等

について、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、売却等の計画はありませ

ん。 
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 200,000

計 200,000

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成22年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成22年８月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 83,920 84,050
東京証券取引所

（マザーズ）
（注）

計 83,920 84,050 － －

（注）１．完全議決権株式であり、権利内容になんら限定のない当社における標準となる株式であります。

　　　２．単元株制度を採用していないため、単元株式数はありません。
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（２）【新株予約権等の状況】

　　　　　旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は次のとおりであります。

　　　①平成17年10月3日臨時株主総会決議

 区分
 第３四半期連結会計期間末現在
（平成22年６月30日） 

 新株予約権の数（個）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 455　　

（注１） 

 新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）  －

 新株予約権の目的となる株式の種類  普通株式

 新株予約権の目的となる株式の数（株）
2,275  　 　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 (注２）

 新株予約権の行使時の払込金額（円）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 4,800 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（注３） 

 新株予約権の行使期間
自　平成19年10月5日

 至　平成27年9月30日 

 新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

 価格及び資本組入額（円） 

 発行価格　　　　　　　　　　　　　　　　　　　4,800 

 資本組入額                                    2,400

 新株予約権の行使の条件

①各新株予約権の一部行使は認められない。したがって権

利行使は１個またはその整数倍毎に権利行使するものと

する。

②新株予約権の割当を受けた者（以下「新株予約権者」

という）は権利行使時において、当社もしくは当社の子会

社・関連会社の取締役及び監査役または従業員たる地位

にあることを要する。ただし、対象者である取締役または

監査役が任期満了により退任した場合及び対象者である

従業員が定年退職した場合にはこの限りではない。

③新株予約権の譲渡、質入その他処分は認めない。

④新株予約権者が死亡した場合は、相続人はこれを行使で

きないものとする。

⑤その他の条件は、株主総会及び取締役会の決議に基づ

き、当社と新株予約権者との間で締結する「新株予約権割

当契約」の定めるところによる。 

 新株予約権の譲渡に関する事項  新株予約権の譲渡は、取締役会の承認を必要とする。

 代用払込みに関する事項  －

 組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  －
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　(注） １．平成17年10月3日の臨時株主総会特別決議に基づき、当社取締役１名及び当社従業員10名に対して465個の

　　　　　　新株予約権を付与しましたが、退職及び権利行使に伴い平成22年６月30日現在455個となっております。 

　　　　２．新株予約権を発行する日（以下、「発行日」という）以降、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、 

　　　　　　株式数を次の算式により調整する。ただし、かかる調整の結果は当該時点で行使又は消却されていない新株 

　　　　　　予約権の目的たる株式の数についてのみ行われ、調整の結果１株未満の端株が生じた場合には、これを切り 

　　　　　　捨てるものとする。 

　　　　　　　調整後株式数＝調整前×分割・併合の比率 

　　　　３．発行日後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により払込価額を調整し、調整により 

　　　　　　生じる１円未満の端数は切り上げるものとする。

 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額  ×

 

 1

　  分割・併合の比率

　　　　　　また、当社が時価を下回る価額で新株発行（新株予約権の行使による新株を発行する場合を除く）を行う 

　　　　　　場合には、次の算式により行使価額は調整され、調整による１円未満の端数は切り上げる。 

 

調整後

行使価額   

 

 

 ＝

 

 

調整前

行使価額 

 

 

×

 

既発行株式数
＋
新規株式

発行数 
 × １株当たりの払込金額 

 新株発行前の株価

 既発行株式＋新規株式数 

　　　　　　当社が他社と吸収合併または新設合併を行いもしくは株式交換を行い完全親会社となる場合、その他これら 

　　　　　　の場合に準じて行使価額の調整を必要とする場合には、必要かつ合理的な範囲で、行使価額は適切に調整 

　　　　　　されるものとする。 

　　　　４．当社は平成19年7月１日付で普通株式1株を5株に分割する株式分割を行っております。これにより「新株予 

　　　　　　約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株予約権の行使により株式を発 

　　　　　　行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。 
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　　　②平成18年3月13日臨時株主総会決議

 区分
 第３四半期連結会計期間末現在
（平成22年６月30日） 

 新株予約権の数（個）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　229

（注１） 

 新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）  －

 新株予約権の目的となる株式の種類  普通株式

 新株予約権の目的となる株式の数（株）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 1,145 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（注２） 

 新株予約権の行使時の払込金額（円）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 6,000

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（注３）　　

 新株予約権の行使期間
自　平成20年4月1日

 至　平成28年3月11日 

 新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

 価格及び資本組入額（円） 

 発行価格　　　　　　　　　　　　　　　　　　　6,000 

 資本組入額                                    3,000

 新株予約権の行使の条件

①各新株予約権の一部行使は認められない。したがって権

利行使は１個またはその整数倍毎に権利行使するものと

する。

②新株予約権の割当を受けた者（以下「新株予約権者」

という）は権利行使時において、当社もしくは当社の子会

社・関連会社の取締役及び監査役または従業員たる地位

にあることを要する。ただし、対象者である取締役または

監査役が任期満了により退任した場合及び対象者である

従業員が定年退職した場合にはこの限りではない。

③新株予約権の譲渡、質入その他処分は認めない。

④新株予約権者が死亡した場合は、相続人はこれを行使で

きないものとする。

⑤その他の条件は、株主総会及び取締役会の決議に基づ

き、当社と新株予約権者との間で締結する「新株予約権割

当契約」の定めるところによる。 

 新株予約権の譲渡に関する事項  新株予約権の譲渡は、取締役会の承認を必要とする。

 代用払込みに関する事項  －

 組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  －
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　　(注）１．平成18年3月13日の臨時株主総会特別決議に基づき、当社取締役１名及び当社従業員73名、375個の新株予約

　　　　　　権を付与しましたが、退職及び権利行使に伴い平成22年６月30日現在229個となっております。 

　 　　 ２．新株予約権を発行する日（以下、「発行日」という）以降、当社が株式分割または株式併合を行う場合、 

　　 　　 　株式数を次の算式により調整する。ただし、かかる調整の結果は当該時点で行使又は消却されていない新株 

　　　 　 　予約権の目的たる株式の数についてのみ行われ、調整の結果１株未満の端株が生じた場合には、これを切り 

　　　　 　 捨てるものとする。 

　　　　　　　調整後株式数＝調整前×分割・併合の比率 

　　　　３．発行日後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により払込価額を調整し、調整により 

　　　　 　生じる１円未満の端数は切り上げるものとする。 

 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×

 

 1

    　分割・併合の比率

 

　　　　　　また、当社が時価を下回る価額で新株発行（新株予約権の行使による新株を発行する場合を除く）を行う 

　　　　　　場合には、次の算式により行使価額は調整され、調整による１円未満の端数は切り上げる。 

 

調整後

行使価額   

 

 

 ＝

 

 

 調整前

行使価額 

 

 

×

 

既発行株式数
＋
新規株式

発行数 
 × １株当たりの払込金額 

 新株発行前の株価

 既発行株式＋新規株式数 

　

　　　 　  当社が他社と吸収合併または新設合併を行いもしくは株式交換を行い完全親会社となる場合、その他これら 

　　　　   の場合に準じて行使価額の調整を必要とする場合には、必要かつ合理的な範囲で、行使価額は適切に調整さ

           れるものとする。 

　　　４．当社は平成19年7月１日付で普通株式1株を5株に分割する株式分割を行っております。これにより「新株予 

　　　　  約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株予約権の行使により株式を発 

　　　　　行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。 
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会社法の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

　　　③平成20年12月24日定時株主総会特別決議に基づく平成21年12月４日取締役会決議

 区分
 第３四半期連結会計期間末現在

（平成22年6月30日） 

 新株予約権の数（個）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　780　　

（注１） 

 新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）  －

 新株予約権の目的となる株式の種類  普通株式

 新株予約権の目的となる株式の数（株）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　780 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（注２） 

 新株予約権の行使時の払込金額（円）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  22,700

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（注３）　　

 新株予約権の行使期間
自　平成23年12月18日

 至　平成30年12月23日 

 新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

 価格及び資本組入額（円） 

 発行価格　　　　　　　　　　　　　　　　　　 22,700 

 資本組入額                                   11,350

 新株予約権の行使の条件

①新株予約権の割当てを受けた者は、権利行使時において

も、当社の取締役または監査役の地位にあることを要す

る。ただし、任期満了による退任その他取締役会の認め

る正当な理由にある場合この限りではない。

②権利行使期間満了前に新株予約権の割当てを受けた者

が死亡した場合は、法定相続人のうち１名に限り権利を

承継することができる。ただし、再承継はできない。

③その他権利行使の条件については、株主総会及び新株予

約権発行の取締役会決議に基づき、当社と新株予約権の

割当てを受けた者との間で締結する「新株予約権割当

契約」で定めるところによる。

 新株予約権の譲渡に関する事項  新株予約権の譲渡は、取締役会の承認を必要とする。

 代用払込みに関する事項  －

 組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  （注４）
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(注）１．平成20年12月24日の定時株主総会特別決議に基づく平成21年12月４日取締役会決議に基づき、当社取締役２

名及び当社監査役３名に対して780個の新株予約権を付与し、平成22年6月30日現在780個となっております。

　 　　 ２．新株予約権を発行する日（以下、「発行日」という）以降、当社が株式分割または株式併合を行う場合、 

　　 　　 　株式数を次の算式により調整する。ただし、かかる調整の結果は当該時点で行使又は消却されていない新株 

　　　 　 　予約権の目的たる株式の数についてのみ行われ、調整の結果１株未満の端株が生じた場合には、これを切り 

　　　　 　 捨てるものとする。 

　　　　　　　調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

　　　　３．発行日後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整により 

　　　　 　 生じる１円未満の端数は切り上げるものとする。 

 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×

 

 1

    　分割・併合の比率

　　　　　　また、当社が時価を下回る価額で新株発行（新株予約権の行使による新株を発行する場合を除く）を行う 

　　　　　　場合には、次の算式により行使価額は調整され、調整による１円未満の端数は切り上げる。 

 

調整後

行使価額   

 

 

 ＝

 

 

 調整前

行使価額 

 

 

×

 

既発行株式数
＋
新規発行

株式数 
 × １株当たりの行使金額 

 新株発行前の株価

 既発行株式数＋新規発行株式数 

　　　 　  当社が他社と吸収合併または新設合併を行いもしくは株式交換を行い完全親会社となる場合、その他これら 

　　　　   の場合に準じて行使価額の調整を必要とする場合には、必要かつ合理的な範囲で、行使価額は適切に調整さ

           れるものとする。 

４．当社が合併（当社が合併により消滅する場合に限る）、吸収分割もしくは新設分割（それぞれ当社が分割会

社となる場合に限る）、株式交換もしくは株式移転（それぞれが完全子会社となる場合に限る）（以上を総

称して以下「組織再編行為」という）をする場合において、組織再編行為の効力発生日（吸収合併につき吸

収合併がその効力を生ずる日、新設合併につき新設合併設立株式会社成立の日、吸収分割につき吸収分割が

その効力を生ずる日、および新設分割につき新設分割設立株式会社成立の日、株式交換につき株式交換がそ

の効力を生ずる日、および株式移転につき株式移転設立完全親会社の成立の日をいう。以下同じ）の直前に

おいて残存する新株予約権（以下「残存新株予約権」という）を保有する新株予約権に対し、それぞれの場

合につき、会社法第236条第１項第８号のイからホまで掲げる株式会社（以下「再編対象会社」という）の

新株予約権をそれぞれ交付することとする。ただし、以下の各号に沿って再編対象会社の新株予約権を交付

する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画にお

いて定めることを条件とする。

(1) 交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。

(2) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

(3) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案のうえ、上記２．に準じて決定する。

(4) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、上記「新株予約権の行使時の払込金

額」で定められる行使価額を組織再編行為の条件等を勘案の上、調整して得られる再編後行使価額に本項

(3)に従って決定される当該各新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額と

する。

(5) 新株予約権を行使することができる期間

上記「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行

為の効力発生日のうちいずれか遅い日から、同「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権を行使する

ことができる期間の満了日までとする。

(6) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金および資本準備金に関する事項

a.新株予約権により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１項の規

定に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし計算の結果１円未満の端数が生じる場合

は、その端数を切り上げるものとする。

b.新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の額は、上記a.記載の資本金

等の増加限度額から同a.に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

(7) 譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとす

る。
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(8) 新株予約権の行使の条件

上記「新株予約権の行使の条件」に準じて決定する。

(9) 新株予約権の取得条項

a.当社が消滅会社となる合併契約承継の議案または当社が完全子会社となる株式交換契約承認の議案も

しくは株式移転の議案が株主総会で承認された場合、当社は新株予約権を無償で取得することができる。

b.新株予約権の割当てを受けた者が権利行使する前に、新株予約権を行使する条件に該当しなくなった場

合、当社は当該新株予約権を無償で取得することができる。

c.新株予約権の割当てを受けた者が「新株予約権割当契約」に定める新株予約権の権利行使期間内に権

利行使をしなかった場合、当社は当該新株予約権を無償で取得することができる。
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　　　④平成20年12月24日定時株主総会特別決議に基づく平成21年12月４日取締役会決議 

 区分
 第３四半期連結会計期間末現在

（平成22年6月30日） 

 新株予約権の数（個）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　1,635　　

（注１） 

 新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）  －

 新株予約権の目的となる株式の種類  普通株式

 新株予約権の目的となる株式の数（株）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 1,635 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（注２） 

 新株予約権の行使時の払込金額（円）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  22,700

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（注３）　　

 新株予約権の行使期間
自　平成23年12月18日

 至　平成30年12月23日 

 新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

 価格及び資本組入額（円） 

 発行価格　　　　　　　　　　　　　　　　　　 22,700 

 資本組入額                                   11,350

 新株予約権の行使の条件

①新株予約権の割当てを受けた従業員は、権利行使時にお

いても、当社の従業員の地位にあることを要する。ただし、

定年により退職した場合は退職後３ヵ月間に限り行使で

きるものとする。

②新株予約権の割当てを受けた者の相続人による新株予

約権の行使は認めない。

③その他権利行使の条件については、株主総会及び新株予

約権発行の取締役会決議に基づき、当社と新株予約権の

割当てを受けた者との間で締結する「新株予約権割当

契約」で定めるところによる。

 新株予約権の譲渡に関する事項  新株予約権の譲渡は、取締役会の承認を必要とする。

 代用払込みに関する事項  －

 組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  （注４）
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(注）１．平成20年12月24日の定時株主総会特別決議に基づく平成21年12月４日取締役会決議に基づき、当社従業員73

名及び社外協力者１名に対して1,735個の新株予約権を付与し、退職に伴い平成22年6月30日現在1,635個と

なっております。 

　 　　 ２．新株予約権を発行する日（以下、「発行日」という）以降、当社が株式分割または株式併合を行う場合、 

　　 　　 　株式数を次の算式により調整する。ただし、かかる調整の結果は当該時点で行使又は消却されていない新株 

　　　 　 　予約権の目的たる株式の数についてのみ行われ、調整の結果１株未満の端株が生じた場合には、これを切り 

　　　　 　 捨てるものとする。 

　　　　　　　調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

　　　　３．発行日後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整により 

　　　　 　生じる１円未満の端数は切り上げるものとする。 

 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×

 

 1

    　分割・併合の比率

　　　　　　また、当社が時価を下回る価額で新株発行（新株予約権の行使による新株を発行する場合を除く）を行う 

　　　　　　場合には、次の算式により行使価額は調整され、調整による１円未満の端数は切り上げる。 

 

調整後

行使価額   

 

 

 ＝

 

 

 調整前

行使価額 

 

 

×

 

既発行株式数
＋
新規発行

株式数 
 × １株当たりの行使金額 

 新株発行前の株価

 既発行株式数＋新規発行株式数 

　　　 　  当社が他社と吸収合併または新設合併を行いもしくは株式交換を行い完全親会社となる場合、その他これら 

　　　　   の場合に準じて行使価額の調整を必要とする場合には、必要かつ合理的な範囲で、行使価額は適切に調整さ

           れるものとする。 

４．当社が合併（当社が合併により消滅する場合に限る）、吸収分割もしくは新設分割（それぞれ当社が分割会

社となる場合に限る）、株式交換もしくは株式移転（それぞれが完全子会社となる場合に限る）（以上を総

称して以下「組織再編行為」という）をする場合において、組織再編行為の効力発生日（吸収合併につき吸

収合併がその効力を生ずる日、新設合併につき新設合併設立株式会社成立の日、吸収分割につき吸収分割が

その効力を生ずる日、および新設分割につき新設分割設立株式会社成立の日、株式交換につき株式交換がそ

の効力を生ずる日、および株式移転につき株式移転設立完全親会社の成立の日をいう。以下同じ）の直前に

おいて残存する新株予約権（以下「残存新株予約権」という）を保有する新株予約権に対し、それぞれの場

合につき、会社法第236 条第１項第８号のイからホまで掲げる株式会社（以下「再編対象会社」という）の

新株予約権をそれぞれ交付することとする。ただし、以下の各号に沿って再編対象会社の新株予約権を交付

する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画にお

いて定めることを条件とする。

(1) 交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。

(2) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

(3) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案のうえ、上記２．に準じて決定する。

(4) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、上記「新株予約権の行使時の払込金

額」で定められる行使価額を組織再編行為の条件等を勘案の上、調整して得られる再編後行使価額に本項

(3)に従って決定される当該各新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額と

する。

(5) 新株予約権を行使することができる期間

上記「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行

為の効力発生日のうちいずれか遅い日から、同「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権を行使する

ことができる期間の満了日までとする。

(6) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金および資本準備金に関する事項

a.新株予約権により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１項の規

定に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし計算の結果１円未満の端数が生じる場合

は、その端数を切り上げるものとする。

b.新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の額は、上記a.記載の資本金

等の増加限度額から同a.に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

(7) 譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとす
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る。

(8) 新株予約権の行使の条件

上記「新株予約権の行使の条件」に準じて決定する。

(9) 新株予約権の取得条項

a.当社が消滅会社となる合併契約承継の議案または当社が完全子会社となる株式交換契約承認の議案も

しくは株式移転の議案が株主総会で承認された場合、当社は新株予約権を無償で取得することができる。

b.新株予約権の割当てを受けた者が権利行使する前に、新株予約権を行使する条件に該当しなくなった場

合、当社は当該新株予約権を無償で取得することができる。

c.新株予約権の割当てを受けた者が「新株予約権割当契約」に定める新株予約権の権利行使期間内に権

利行使をしなかった場合、当社は当該新株予約権を無償で取得することができる。
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（３）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式総数残
高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増減
額

（千円）

資本準備金残高
（千円）

平成22年４月１日～

平成22年６月30日

（注）　

－ 83,920 － 465,815 － 367,815

（注）平成22年7月1日から平成22年8月13日までの間に、新株予約権の行使により、発行済株式総数が130株、　　　

　　　資本金及び資本準備金がそれぞれ390千円増加しております。　

 

（５）【大株主の状況】

　　　大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりま　　

　　せん。

　

（６）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日（平成22年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

　

①【発行済株式】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成22年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 875 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 83,045 83,045 －

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 83,920 － －

総株主の議決権 － 83,045 －

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には証券保管振替機構名義の株式が２株含まれています。また、「議

決権の数」の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数２個が含まれています。 

 

②【自己株式等】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成22年３月31日現在
所有者の氏名
又は名称

 所有者の住所
 

自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式数に対する所有
株式数の割合(%)

㈱東京一番

フーズ

東京都新宿区

新宿五丁目6番1号
875 － 875 1.04

計 － 875 － 875 1.04
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２【株価の推移】

　【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年
10月

11月 12月
平成22年
１月

２月 ３月 ４月 ５月 ６月

最高（円） 22,60022,40023,60025,50023,54024,46023,96023,50023,890

最低（円） 19,60020,60020,75021,65021,50020,70022,00020,20020,100

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズにおけるものであります。

 

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。 

 　　退任役員

役名　 職名　 氏名　 退任年月日　

取締役　 営業担当　 山本千之　 平成22年７月31日　
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第３四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び前第３四半期連結累計期間

（平成20年10月１日から平成21年６月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第３四半期連結

会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成21年10月１日から

平成22年６月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平

成21年６月30日まで）及び前第３四半期連結累計期間（平成20年10月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び当第３四半

期連結累計期間（平成21年10月１日から平成22年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、有限責任監査

法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 728,650 463,409

売掛金 28,314 37,979

原材料 18,917 13,894

商品及び製品 5,339 －

その他 97,072 112,871

流動資産合計 878,293 628,154

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 255,364 395,687

その他（純額） 173,076 186,432

有形固定資産合計 ※
 428,441

※
 582,120

無形固定資産

ソフトウエア 1,241 2,100

無形固定資産合計 1,241 2,100

投資その他の資産

敷金及び保証金 388,916 395,616

その他 44,400 53,924

貸倒引当金 △1,127 △1,127

投資その他の資産合計 432,189 448,413

固定資産合計 861,871 1,032,633

資産合計 1,740,165 1,660,788

負債の部

流動負債

買掛金 40,142 40,992

1年内返済予定の長期借入金 17,136 83,802

1年内償還予定の社債 16,000 16,000

未払法人税等 103,822 18,663

賞与引当金 4,707 13,177

その他 146,171 197,462

流動負債合計 327,980 370,097

固定負債

社債 64,000 77,500

長期借入金 63,844 76,696

負ののれん 15,875 19,737

その他 16,467 10,541

固定負債合計 160,186 184,474

負債合計 488,167 554,572
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（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年９月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 465,815 465,815

資本剰余金 367,815 367,815

利益剰余金 440,688 302,925

自己株式 △30,339 △30,339

株主資本合計 1,243,979 1,106,215

新株予約権 8,018 －

純資産合計 1,251,998 1,106,215

負債純資産合計 1,740,165 1,660,788
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年10月１日
　至　平成21年６月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年10月１日
　至　平成22年６月30日)

売上高 ※
 3,183,772

※
 2,906,911

売上原価 895,317 803,934

売上総利益 2,288,454 2,102,977

販売費及び一般管理費

給料及び手当 451,055 447,339

雑給 254,953 242,955

賞与引当金繰入額 4,751 4,707

広告宣伝費 33,286 29,875

販売促進費 13,281 9,400

減価償却費 118,772 56,244

不動産賃借料 385,974 369,823

その他 650,841 663,791

販売費及び一般管理費合計 1,912,915 1,824,138

営業利益 375,538 278,839

営業外収益

受取利息 238 153

負ののれん償却額 4,848 3,861

その他 8,595 9,163

営業外収益合計 13,682 13,178

営業外費用

支払利息 4,816 2,463

支払手数料 3,400 750

その他 944 1,101

営業外費用合計 9,160 4,315

経常利益 380,060 287,702

特別利益

国庫補助金 － 4,239

固定資産売却益 － 6,244

収用補償金 － 59,977

特別利益合計 － 70,461

特別損失

固定資産除却損 3,325 188

減損損失 112,898 110,316

固定資産圧縮損 － 3,506

特別損失合計 116,224 114,011

税金等調整前四半期純利益 263,836 244,152

法人税、住民税及び事業税 124,471 107,183

法人税等調整額 － △793

法人税等合計 124,471 106,389

四半期純利益 139,364 137,763
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：千円）

前第３四半期連結会計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

売上高 ※
 482,836

※
 489,086

売上原価 126,209 157,481

売上総利益 356,627 331,604

販売費及び一般管理費

給料及び手当 161,515 155,445

雑給 36,545 38,816

賞与引当金繰入額 1,724 2,824

広告宣伝費 9,699 4,460

販売促進費 1,236 904

減価償却費 39,595 17,188

不動産賃借料 130,162 120,550

その他 185,194 206,666

販売費及び一般管理費合計 565,675 546,856

営業損失（△） △209,047 △215,251

営業外収益

受取利息 1 33

協賛金収入 － 988

受取補償金 2,000 －

負ののれん償却額 1,287 1,287

その他 1,728 2,075

営業外収益合計 5,016 4,384

営業外費用

支払利息 1,223 715

支払手数料 617 250

その他 175 187

営業外費用合計 2,016 1,153

経常損失（△） △206,047 △212,020

特別利益

収用補償金 － 59,977

特別利益合計 － 59,977

特別損失

固定資産除却損 1,111 14

減損損失 93,544 12,625

特別損失合計 94,656 12,639

税金等調整前四半期純損失（△） △300,703 △164,682

法人税、住民税及び事業税 △111,060 △100,602

法人税等合計 △111,060 △100,602

四半期純損失（△） △189,643 △64,079
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年10月１日
　至　平成21年６月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年10月１日
　至　平成22年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 263,836 244,152

減価償却費 118,772 56,244

減損損失 112,898 110,316

負ののれん償却額 △4,848 △3,861

賞与引当金の増減額（△は減少） △9,261 △8,469

受取利息及び受取配当金 △242 △153

支払利息 4,816 2,463

固定資産除却損 3,325 188

固定資産売却損益（△は益） － △6,244

収用補償金 － △59,977

売上債権の増減額（△は増加） 10,293 9,665

たな卸資産の増減額（△は増加） 8,537 △10,362

仕入債務の増減額（△は減少） △38,485 △849

その他 7,422 30,329

小計 477,063 363,442

利息及び配当金の受取額 242 153

利息の支払額 △4,830 △2,571

収用補償金の受取額 47,981 11,996

法人税等の還付額 92,947 1,954

法人税等の支払額 △5,491 △19,462

営業活動によるキャッシュ・フロー 607,913 355,512

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △12,180 △9,909

定期預金の払戻による収入 15,030 5,409

有形固定資産の取得による支出 △5,445 △3,817

有形固定資産の売却による収入 － 7,000

貸付金の回収による収入 1,377 －

長期前払費用の取得による支出 △4,983 △6,604

その他 △1,664 6,169

投資活動によるキャッシュ・フロー △7,865 △1,752

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入金の返済による支出 △155,971 △79,518

社債の償還による支出 △13,500 △13,500

株式の発行による収入 450 －

自己株式の取得による支出 △5,360 －

財務活動によるキャッシュ・フロー △174,381 △93,018

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 425,665 260,741

現金及び現金同等物の期首残高 164,317 371,425

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 589,983

※
 632,166
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　　　該当事項はありません。　

　

　

　

　

　

【簡便な会計処理】

 
 当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成22年６月30日）

固定資産の減価償却費の算定方法
 定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額

を期間按分して算定する方法によっております。

 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

 　　該当事項はありません。

 

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

 当第３四半期連結会計期間末
（平成22年６月30日） 

 前連結会計期間末
（平成21年９月30日）

※有形固定資産の減価償却累計額 1,349,466千円 ※有形固定資産の減価償却累計額 1,300,419千円

 

（四半期連結損益計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成21年６月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成22年６月30日）

※当グループの売上高（又は営業費用）は、通常の営業形

態として、上半期（第１,第２四半期）におけるふぐ料理の

需要が大きいため、上半期の売上高（又は営業費用）と下

半期の売上高（又は営業費用）との間に著しい相違があ

り、業績に季節的変動があります。　　 

※同左　 

　

前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

※当グループの売上高（又は営業費用）は、通常の営業形

態として、上半期（第１,第２四半期）におけるふぐ料理の

需要が大きいため、上半期の売上高（又は営業費用）と下

半期の売上高（又は営業費用）との間に著しい相違があ

り、業績に季節的変動があります。　　 

※同左　　 

　

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成21年６月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成22年６月30日）

※現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲載されている科目の金額との関係

（平成21年６月30日現在） 

※現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲載されている科目の金額との関係

（平成22年６月30日現在） 

現金及び預金 678,977 千円

預入期間3ヶ月を超える定期預金 △88,994 千円

現金及び現金同等物 589,983 千円

現金及び預金 728,650 千円

預入期間3ヶ月を超える定期預金 △96,484 千円

現金及び現金同等物 632,166 千円
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（株主資本等関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成22年６月30日）及び当第３四半期連結累計期間（自　平成21年10月１日　至　

平成22年６月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式　83,920株 

 

２．自己株式の種類及び株式数

　普通株式　　 875株　

 

３．新株予約権等に関する事項

    ストック・オプションとしての新株予約権　

  新株予約権の四半期連結会計期間末残高　　　親会社　8,018千円

　

４．配当に関する事項

  該当事項はありません。

 

（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

　当連結グループは、直営店舗である「泳ぎとらふぐ料理専門店　とらふぐ亭」の運営を主たる業務とする単一

事業を行っており、当該事業以外に事業の種類がないため、該当事項はありません。

　

当第３四半期連結会計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日）

　当連結グループは、その主な事業として直営店舗である「泳ぎとらふぐ料理専門店　とらふぐ亭」の運営及び

水産物の販売を行っております。 

　直営店舗である「泳ぎとらふぐ料理専門店　とらふぐ亭」の運営の売上高・営業損失とも売上高・営業損失

の額の90％超であるため、事業の種類別セグメント情報は開示しておりません。　

 

前第３四半期連結累計期間（自　平成20年10月１日　至　平成21年６月30日）

　当連結グループは、直営店舗である「泳ぎとらふぐ料理専門店　とらふぐ亭」の運営を主たる業務とする単一

事業を行っており、当該事業以外に事業の種類がないため、該当事項はありません。

　

当第３四半期連結累計期間（自　平成21年10月１日　至　平成22年６月30日）

　当連結グループは、その主な事業として直営店舗である「泳ぎとらふぐ料理専門店　とらふぐ亭」の運営及び

水産物の販売を行っております。 　

　直営店舗である「泳ぎとらふぐ料理専門店　とらふぐ亭」の運営の売上高・営業利益とも売上高・営業利益

の額の90％超であるため、事業の種類別セグメント情報は開示しておりません。

 

【所在地別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）及び当第３四半期連結会計期間

（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日）  

　本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

 

前第３四半期連結累計期間（自　平成20年10月１日　至　平成21年６月30日）及び当第３四半期連結累計期間

（自　平成21年10月１日　至　平成22年６月30日）  

　本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

 

【海外売上高】

前第３四半期連結会計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）及び当第３四半期連結会計期間

（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日） 　

　海外売上高がないため、該当事項はありません。

 

前第３四半期連結累計期間（自　平成20年10月１日　至　平成21年６月30日）及び当第３四半期連結累計期間

（自　平成21年10月１日　至　平成22年６月30日） 　

　海外売上高がないため、該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末
（平成22年６月30日）

前連結会計年度末
（平成21年９月30日）

１株当たり純資産額 14,979円58銭 １株当たり純資産額 13,320円68銭

２．１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額等

前第３四半期連結累計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成21年６月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成22年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 1,678円06銭

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額
1,629円24銭

１株当たり四半期純利益金額 1,658円90銭

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額
1,608円17銭

　（注）　１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

であります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成21年６月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成22年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額　  　

四半期純利益　　　　　　　　　　　　（千円） 139,364 137,763

普通株主に帰属しない金額　　　　　　（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益　　　　　（千円） 139,364 137,763

普通株式の期中平均株式数　　　　　　　（株） 83,051 83,045

   

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額   

四半期純利益調整額　　　　　　　　　（千円） － －

普通株式増加数　　　　　　　　　　　　（株） 2,489 2,620

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式

で、前連結会計年度末から重要な変動があったもの

の概要

 

 －

 

 －

 

EDINET提出書類

株式会社東京一番フーズ(E03485)

四半期報告書

28/32



前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

１株当たり四半期純損失金額 △2,284円06銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失

であるため記載しておりません。　

１株当たり四半期純損失金額 △771円62銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失

であるため記載しておりません。　

　（注）　１株当たり四半期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

であります。

 
前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

１株当たり四半期純損失金額　   

四半期純損失（△）　（千円） △189,643 △64,079

普通株主に帰属しない金額　　　　　　（千円） － －

普通株式に係る四半期純損失（△）　　（千円） △189,643 △64,079

普通株式の期中平均株式数　　　　　　　（株） 83,029 83,045

   

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額   

四半期純利益調整額　　　　　　　　　（千円） － －

普通株式増加数　　　　　　　　　　　　（株） － －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式

で、前連結会計年度末から重要な変動があったもの

の概要

 

 －

 

 －

 

（重要な後発事象）

　　 　該当事項はありません。

 

２【その他】

　　該当事項はありません。 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

　 平成21年８月11日

　

株式会社東京一番フーズ 　

  取　締　役　会　御中 　

　

　 有限責任監査法人トーマツ 　

 
指定有限責任社員
業務執行社員　　

 公認会計士　　　　　笹井　和廣  　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 三澤　幸之助　　印

       

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社東京一番

フーズの平成20年10月１日から平成21年９月30日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成21年４月１日から

平成21年６月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成20年10月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四

半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連

結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社東京一番フーズ及び連結子会社の平成21年６月30日現在の財政

状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計

期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

１　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告書

　　提出会社）が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

　 平成22年8月11日

　

株式会社東京一番フーズ 　

  取　締　役　会　御中 　

　

　 有限責任監査法人トーマツ 　

 
指定有限責任社員
業務執行社員　　

 公認会計士　　　　　安田　達也  　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 三澤　幸之助　　印

       

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社東京一番

フーズの平成21年10月１日から平成22年９月30日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成22年４月１日から

平成22年６月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成21年10月１日から平成22年６月30日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四

半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連

結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社東京一番フーズ及び連結子会社の平成22年６月30日現在の財政

状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計

期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

１　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告書

　　提出会社）が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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